研修出張様式４


研修報告書

	所　　属　コメディカル　　　職　種　作業療法士　　　氏　名　慶長　孝太

	期　　間　　平成23年9月8日　木曜日　～9月9日　金曜日

	出張目的　第23回　日本精神科病院協会　学術教育研修会・作業療法士部門

	出 張 先　ホテル　メトロポリタン秋田

	研修に関する考察（プログラム毎に）　　　　　　　研修要旨（プログラム毎に）


全体の考察

今回の研修は、講演5題とシンポジウム1題の構成になっていたが、演題に記載されている内容について少ししか述べられる事がなく内容が分かり難い講演があったり、根拠を述べることなく意見だけを述べる事が多い講演であったり、質疑応答の時間がほとんど無く疑問点についての確認ができない等、残念に感じられた部分が多かった。しかし、内容的には、あまり聞くことが無い医療観察法病棟における作業療法についてや、看護師から見たチーム医療についての試み、社会的スキルや様々な部門での作業療法士の関わり等、自分自身の中で色々と考えることができた内容の講演もあった為、総合的にみると有意義な研修であった。

　研修のテーマは「共に」とあるように、各演題でチームでの関わりや試み等、チーム医療に関する内容の多さが感じられた。各演者が試みを発表しながら話してもいたが、マンパワー不足や連携方法の課題等、実施の難しさも感じられた。精神科医療の最近の動向でも言われているように、今後チームとしての関わりは重要となるものである為、チーム医療を実現させるためにも、今回の研修にて発表された試みを活かしていきながら今後も業務に臨んでいきたい。

1日目

講演Ⅲ　【医療観察法病棟における作業療法】

～チーム医療と生活支援の立場から見た作業療法～

　　　　　　講師　国立病院機構　花巻病院　作業療法士　菊池　恭介

考察
　医療観察法病棟における作業療法ということで、東北地方には花巻病院しかないという貴重な指定病院での取り組みを聞くことができた。医療観察法病棟におけるプログラムの内容や取り組み方など、今まであまり聞くことがなかったことではあるが、特に印象に残ったのは、その中でのチームアプローチにおいて共通の評価項目を持っていることだった。今までのチームアプローチでは、講師も述べているように、「各職種がそれぞれの専門性を活かして治療を行なっているが、それでは各職種間の繋がりが乏しく、情報も共有されない。」という問題がある。しかし、講師の病院のように、治療評価会議の場にて共通の評価項目を用いてチーム全体で評価を行なっていくことで、各職種の視点から評価した情報の共有ができると共に、一貫した目標や治療プランを立てることができる為、チーム医療を実現させる為の手段になると感じられた。

　演題を見ただけの状態だと医療観察法病棟という事で、何か違うやり方で作業療法などの治療を行っているのではというイメージがあった。しかし講演にもあるように、「一般精神医療における作業療法と基本的に大きな違いはない。」との事である為、花巻病院での共通評価やプログラムの実施方法などを活かし、今後の業務に役立てていきたい。

要旨
1．医療観察法について

医療観察法とは：心神喪失又は心神耗弱の状態（精神障害のために善悪の区別がつかないなど、刑事
責任を問えない状態）で、重大な他害行為（殺人、放火、強盗、強姦、強制わいせ

つ、傷害）を行った人に対して、適切な医療を提供し、社会復帰を促進することを
目的とした制度。
入院処遇：
概ね18ヶ月以内を想定しており、原則として対象者の地元に最も近い病院へ入院となる。

→東北地方には花巻病院しか指定医療機関がなく、北海道や東北全域から対象者が来ている。

2．医療観察法でのチームアプローチ

○指定入院医療機関における人員

　病床数：30＋4（予備）

　スタッフ：医師3名（精神保健指定医2名）、看護師43名、作業療法士1名、心理療法士3名、

精神保健福祉士2名、事務職員2名（内1人は非常勤）

○MDTについて

MDT（multi disciplinary team）：医師、看護師、心理療法士、精神保健福祉士、作業療法士等からなる多職種チームのこと

対象者ごとに看護師2名、それ以外の職種各1名の計6名で構成される。

　　↓

今までのチームアプローチは、各職種がそれぞれの専門性を活かして治療を行なっているが、それでは各職種間の繋がりが乏しく、情報も共有されない。

　　↓

医療観察法病棟でのチームアプローチ

各職種共通の評価項目があり、その結果から目標や期間を設定し、役割を分担し、プランを立て治療していく。

○共通評価項目とは、

多職種チームによる評価の共同作業：一人で評価するのではなく、チームで評価する。

→チーム医療を実現するためのツールとなる。

評価項目：全17項目と個人項目

	・精神医学的要素

①精神病症状

②非精神病症状

③自殺企図
	・環境的要素

⑩個人的支援

⑪コミュニティ要因

⑫ストレス

⑬物質乱用

⑭現実的計画

	・個人心理的要素

④内省・洞察

⑤生活能力

⑥衝動コントロール
	

	
	・治療的要素

⑮コンプライアンス

⑯治療効果

⑰治療、ケアの継続性

	・対人関係的要素

⑦共感性

⑧非社会性

⑨対人暴力
	

	
	・個別項目

対象者の必要に応じて加える


評価方法：0＝問題なし　1＝軽度の問題　2＝明らかな問題点あり

総合評価は下位評価の最も高い点数が採用される

一過性の場合は最後に観察された日付を記載する

⑧非社会性を除いて状態評価である

○医療観察法病棟での会議

・治療評価会議：毎週　多職種で入院患者全員を評価する。個人の3ヶ月後の評価を実施する。

・倫理会議：月1回　非同意治療について外部委員より評価、事例検討がされる。

・運営会議：月1回　ステージ移行、初回外出・泊の承認、退院申請の承認、重大事故発生時に開催

・外部評価会議：年1回　運営状況や治療内容に関する情報公開を行い、外部委員から評価を受ける

・地域連絡会議：年1回　地元関係機関と地域住民との意見交換を行う

・マイウェイプログラム（ケア会議）

MDTと対象者が退院、社会復帰のための希望や方針、目標を話し合う。治療方針などはしっかりと説明を行い、同意を得ると共に、振り返りや見直しを定期的に行なっていく。

→目標達成のためのプログラムマネジメントを対象者と共に行う。

3．治療プログラム

・個別治療プログラム：一般的な内容と変わらないとのこと。
疾病教育、対象行為の振り返り、ロードマップ個別面談、認知行動療法、クライシスプラン作成、個別OT

・集団治療プログラム

パラレルOT

実施回数：週2回　月・木　10:15～11:30　

対象者：全ステージの患者様　

担当職種：OTR2名、看護師1～2名

→目的などは一般の作業療法と同様。

・心理教育（再発予防プログラム）

実施回数：概ね12週（参加者のレベルに合わせる）

対象者：回復期、社会復帰期

担当職種：OTR1名、PSW1名、CP1名、Nrs1名　主にOTRが司会。

目的：①再発予防と地域生活に向けた準備性を高める。
②再発の仕組みとストレスと再発についての関係を学びストレス対処について学ぶ。
③クライシスプラン作成に向けた注意サインなどについて学ぶ。
④退院後の具体的な生活イメージを対象者が再構築する必要性があるため経済的な基盤の⑤確保や利用できる制度の約束やそのメリットを情報提供する。

実施方法：資料とスライドを使用し、グループワークを行う。
現在と過去のストレス対処の体験や方法を比較したり、障害や症状による変化の報告など、グループワークを通して言語化を図り、自分自身との関連性やその変化についての理解を促す。
社会復帰後のイメージなど、実際の場面を想定し分かり易く説明する。制度利用の意向、援助依頼等があれば、プライバシー等に十分配慮し、講座外において個別面談等でも対応していく。

・SST

対象者：急性期、回復期、社会復帰期

担当職種：OTR1名、CP1名、Nrs1名　主にOTがリーダー。

目的：将来予想される社会生活技能について認識し、技能の習得を目指す。

　　　　　日常生活場面での基本的な会話技能の獲得を目指す。

　　　　　→社会生活と院内生活を分けてSSTを実施している。

・ロードマッププログラム

実施回数：各回のテーマごとに4回に分けて実施。

対象者：急性期後期

担当職種：全職種

目的：医療観察法入院処遇における治療課題を提示し、その先の道筋を考える為の治療プログラム。

治療課題を提示することで、対象者個々人及びスタッフが課題に取り組むきっかけを作る。

→内省は医療観察法医療においては重要な治療課題。ただし、それは「未来に向かうために」必要なことという位置づけ、意味合いで行う。

構成：3部構成になっている

①ロードマップ導入プログラム（集団）：未来地図の作成に必要な知識を学習する。

②ロードマップ個別プログラム（個別）：自分自身の未来地図の作成を進める。

③ロードマップ退院準備プログラム（集団）：自分の未来地図の確認と説明。

実施方法：各テーマごとにセッションが決まっており、ロールプレイを基本として実施。

ロールプレイの手順

①ロールプレイの内容は、なるべく参加対象者の対象行為に関連のある内容を準備する。

②ロールプレイは、被害者役、加害者役、妄想幻覚などの影の声役、その場に居合わせた第3者役を設定する。

③先にスタッフが手本を見せ、次に対象者を加えて実施。

④時間のゆとりや患者の余力を見て、加害者役も実施してもらう。

ロールプレイの目的

対象行為時は特殊な精神状態であり、相手の立場や気持ちを考えるのは難しい。

　　　　↓

ロールプレイを通して、これまでの自分と違った立場で、見て、体験してもらう。

　　　　↓

新たな視点や、新たな気持ちの獲得へと繋げていく。

今現在、試行段階であり、対象者の特性や治療ステージ等を考慮したプログラムの改善が今後も必要である。

4．医療観察法での作業療法士の役割と業務

作業療法の特性（指定医療機関従事者研修　東京　2010　教材集参考）

日常生活における諸活動、創作的活動、余暇及び休息、生産的活動、身体的活動、コミュニケーション及び相互交流等の諸作業活動を治療の手段として、具体的な生活場面における行動を評価し、継続的なリスクアセスメントを行い、治療で得たことを実際の場面で応用し生活場面への適応を図ることが現実的な作業場面をもちいる作業療法の特性である。

　　↓

対象者が重大な他害行為を行った者であるということに対して十分な配慮が必要であるが、医療観察法の医療に基づいて行われる作業療法も、一般精神医療における作業療法と基本的に大きな違いはない。

ありのままの生活技能を評価し、評価された生活技能が、実際の帰住地先で実践できるのか、または、今後訓練により向上する可能性があるのかということが重要。

　↓

※般化のプログラミング

入院中に学んだ技能を居住先で実行できる機会を保証し、その技能の定着をはかる。

外出や外泊時などの機会を利用して学んだことを実際場面で実施することを提案したり、その効果と結果について対象者と共有する。

獲得された技能が退院後も継続されるように体制を整える。

→学習を目的にした治療プログラムは、般化プログラムを行わなければ社会復帰上の役には立たない為、
般化プログラムの充実が重要となる。

シンポジウム　【テーマ：チーム医療を考える】

考察
　今回のシンポジウムは、「チーム医療を考える」というテーマであったが、講演の中に、根拠を述べることなく意見だけを述べる事が多いものや、スライドが見難く内容に根拠が無いものがある等、残念に感じる部分が多かった。しかし、その中でも看護師の視点から見たチーム医療についての発表は非常に興味深い内容だった。

　発表者の病院では、病院全体での取り組みとして作業療法の推進を行っており、看護部の取り組みとして作業療法士に院内研修を実施してもらい、作業療法に対する意識改革を実施していた。それにより、作業療法に対する意識が変わり、結果的に患者様中心の治療へと繋がったという効果が見られている。

　今現在当院でも、チームでの関わりを行っている状態ではあるが、作業場面での患者様との関わり方や、作業療法士として実施できることなど、各専門職種に作業療法について上手く説明できていないように感じられる。もちろんカンファレンスや検討会などでは作業報告として患者様の状態を伝えてはいるが、他職種からまったく意見が聞かれない場面も多く見られている。
チームとして関わっていくには、各職種で同じ情報でも違う価値観をもっていることから、同じ目標を持って一貫した治療を行っていくには、それぞれの職種についての理解を深め、価値観を共有する必要があると考える。発表者が行ったような院内研修などの試みは、すぐに実施することは困難だと思うが、今後実施することで、更なるチーム医療の充実に繋がると考える為、経験をつんでいきながら各職種の理解を深めていくことができるように努めていきたい。
要旨
精神科長期入院患者の退院支援に作業療法部門がチームの一員として関わった例の紹介

社会医療法人興生会　横手興生病院　作業療法士　鈴木　新吾

1．当院での働きかけ

　長期入院患者の退院支援の為、退院支援チームを構成。

　

2．チーム概要

メンバー：医師、看護師、精神保健福祉士、作業療法士、臨床心理士、デイケアスタッフ、社会復帰施設スタッフ

3．退院支援の進め方

　対象者家族に、医師が説明し、了解が得られたら働きかけを開始。

　○家族調整、退院後の経済面の調整、退院前プログラムの実施、入院予定施設への体験外泊

　　→これらの働きかけを各部署が分担し、共同で行っていく。

　〇定期的に会議を実施し、情報の共有を図り、働きかけに一貫性を持たせている。

　　作業療法士の役割

　　・定期的な会議への参加

　　・退院前プログラムの企画と実施

　　・プログラム実施時の協力の要請

　　→退院前プログラム：入所予定施設の見学、退院者達との茶話会、デイケアの利用体験など

　　目的：長期入院の方は社会を知らない為、社会復帰への不安が強くイメージがわきにくい。

　　　　　　↓

　　　　　必要な情報と実体験の共有により、対象者が退院後の生活をイメージできるように支援する。

　　　　　また、退院へのニーズや不安を聞き、意欲を向上させる。

4．経過

　平成19年8月から平成20年2月までの6ヶ月間では、

　対象者26名（男性23名、女性3名、平均年齢58.8歳）の内、

　退院者17名（男性15名、女性2名　65%）

　（退院先は、当法人社会復帰施設16名、他施設1名）

　そのほかの対象者：退院後再入院1名、働きかけ継続6名、休止2名

　しかし・・・

　最近は進んでいないとのこと。原因は受け入れ先が無い為。

5．今回の試みについて

　長期入院患者が退院に至る場合、多くの条件をクリアしなければ進まない。

　各部門が情報の共有を行いながら、仕事を分担、協力し合うことによって、目標を明確化することができ、退院へと繋げていくことができる。

チーム医療を考える

杉山病院　精神科デイケア　作業療法士　佐藤　文泰

1．連携の実例

○デイケア内

　特徴：多職種による多面的な評価や関わりが可能である。

　例：多職種が関わる調理実習プログラム

　概要：低カロリーメニュー作りの実践を通して、太りにくい食生活に関する知識やスキルを得ることを目的として開始。

関わるスタッフは、デイケア担当の臨床心理士、作業療法士に栄養士を加えた3名。

　※OTはマネジメントの視点をもちやすい為、目立たない役割も積極的にになう。

　　専門家からの情報提供には説得力がある為、必要に応じて協力を依頼する。

○院内カンファレンス

　特徴：生活場面を通して具体的に評価して方針や支援方法を検討することができる。
　　　　単なる報告会にならないように意識することが必要である。
　　　　目標を共有できていないとチームとして連動しにくい。
　　例：支援会議（情報の共有、支援のあり方を検討する場）

　　　　　概要：当院外来通院患者のうち、当院の訪問看護、グループホーム、デイケアを利用している方を
検討対象として、月1回開催。

　　　　　　　　参加者は医師、訪問看護担当者、グループホームの管理人と世話人、デイケア担当者。本人
は入っていない。

※目標を共有することで、一貫した支援を展開していくことができる。

　

　○地域内

　　特徴：各所とのつながりは効果的な支援の展開を可能とする。

　　　　　誤解を最小限にとどめるために直接顔を合わせること。

　　　　　対象者本人の存在があってこそ意味のある連携を生む。

　　例：役場への相談同行

　　　　相談者の相談に同行し、ホームヘルパーの導入を共に検討。導入へと繋げることができた。

　　　　※本人の代わりに代弁する、繋ぐという支援もある。

役場と病院のように立場が異なると関心も異なってしまうが、支援すべき本人の思いを共有
できれば効果的に支援することができる。

精神保健福祉士として

社会医療法人興生会　生活訓練施設　やまぶき　

生活支援員（精神保健福祉士）　齋藤　百合子

○精神保健福祉士の視点から作業療法士に求めるもの

生活支援員として、様々な方の自宅へ行き、生活の支援を行なってきたが、地域に出てからも社会生活のスキルを学べておらず、できていない人が多い。そのような人たちのために、作業療法士にも地域生活や実生活での直接的な支援をしてもらいたい。

例えば：訪問OTや出張OTみたいなことや、社会生活のスキルを獲得するための評価や支援をしてもらいたい。

チーム医療を考える

医療法人久盛会　秋田緑ヶ丘病院　看護師　高橋　賢司

1．病院全体での取り組み

　作業療法の推進を開始。

　目的：患者さんが楽しく生き生きと療養生活を遅れるよう病院全体で作業療法の定着化を目指す。

2．看護部での実施前の課題

　①作業療法についての理解不足（患者さんの促しや誘導への協力）

　②主治医の作業療法への指示内容が主体

　③多職種間での情報共有の不足

　④作業療法実施中の関わりの不足

　⑤病棟内で過ごす患者さんへの関わり不足

3．看護部の取り組み

○職員教育

　以前の考え方：「診療点数としての意識」「参加人数への関心」「楽しく、レクリエーション」

　↓

　作業療法士からの院内研修の実施：治療として作業療法を認識してもらうことを目的

　内容：作業療法の目的。集団作業療法について。作業療法実施中の患者さんへの接し方。誘導職員も
一緒に参加することについて。情報共有について。
　　　　　↓

　　研修の結果：「患者さんの治療」という意識へ変化

　　　　↓

参加したことがない患者さんへの促し、作業療法場面での安全なプログラムの実施、病棟とOT双方での情報共有や看護につながる、患者さんの言動や表情などへの関心が高まる。

　　→患者さん中心の考え方へ

○患者さんへの促し方、誘導方法の工夫

　目的：患者さんの意識改革、自らが作業療法に関心を持つ

　　　　　　↓

作業療法に関する患者さんへの情報提供

消極的な患者さんへの継続的な促し

誘導係の配置

　　　　　　↓

促しが必要だった患者さんが、積極的に参加するようになった

○主治医との連携

　①作業療法対象患者さんのリストアップ

　②無為自閉の患者さんの詳細な情報提供

　③精神療法時の患者さんへの促しを依頼

　　↓

医師を巻き込んでの患者さんへの促し

○作業療法士との連携

　①病棟担当による朝の情報交換

　②Tミーティングの開催

　　内容：患者さんの希望や状態に合わせたプログラム進行の検討やインシデントの検討、改善

　　　　　　↓

　　　　　患者さんの個別性に合わせた環境設定が可能となった。

　

4．まとめ

○作業療法の推進による効果
　①患者さんの参加が流動的なものから自発的な参加へ

②患者さんの活動性の向上

③多職種が連携して、安全な作業療法の実施

④スムーズな情報共有

⑤患者さん中心の考え方への変化

　　↓

結果、作業療法への一日平均参加患者数も、導入前96名が130名へと増加している。

今後：PSWや栄養士などの参加により、様々なプログラムの設定や関わりを考え、実施していく必要が
ある。
2日目

講演Ⅳ　【リハビリテーションと社会的スキル】～作業療法士に求められるもの～

　　　　講師　東北福祉大学　健康科学部リハビリテーション学科　教授　渥美　恵美

考察
　この講演は、他職種との関わりについて対人葛藤や社会的スキルの視点から見た内容であり、今まで聴いたことが無いような講演だった為、とても有意義なものだった。

　対人葛藤については、どうしても生じてしまうものだということは知ってはいたが、マイナス面以外にも、適切な解決方法を用いることで多くのプラス面に変わっていくということを確認する事ができた。
社会的スキルについては、対象者に効果的に関わる為に必要なスキルであり、多専門職と協力する為に必要なスキルでもあるということを再確認できた。また、作業療法学生の研究結果から、それらは経験をつんでいくことで向上していくということを実感することができた。

　対人葛藤や社会的スキルは、他者と効果的に関わっていくには必ず存在し、必要とされるものであり、講演にもあるように、「多職種間での葛藤はあって当たり前のもの」、「適切な葛藤解決は、職場をより機能的にする」ということがある。そして、適切な解決法略を実施することで、職場をより機能的にする事ができる為、チーム医療を行っていく上でも上手く対処していく必要があるものである。今回の講演で話されていたような解決法略などは、日本人の特性という事もあり難しいものではあると思うが、今後の関わりにおいて活用していくことができるように努力したい。

要旨
1．職種間の協力

　○仕事上での連携：①部門内（同職種）②施設間の他職種間　③施設外

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓

　　　　　　　　多様な考え、方向性をもち、関わる必要がある為、コミュニケーションが重要となる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　妨害してしまう要因は・・・

1 仕事の目標や内容の違い

2 コンセンサス（合意）

3 チームシステムの違い

　　　　　　　　　　　　　　　　　妨害要因はあるが、上手く連携する事で、職務満足感へと繋がる。

○職務満足感とは：仕事をしていて良かったと感じる事。

4つの要因→①仕事そのものの質　②待遇　③職場環境　④職場の人間関係

④の人間関係については、職場を辞めてしまう要因の上位にもなっているように難しいもの。

　↓

対人葛藤（人と人との間に起こる対立や争いのこと）はどうしても生じてしまう。

○職場でよくある対人葛藤

仕事の原則：公平に・・・だが、
他者の手抜きや楽をしようとする様子

→嫌な気持ち、損をした気持ち、文句を言いたくなる、負担感の助長へ繋がる。

→対人葛藤が生まれる。

日本人の葛藤対処は、表面に出さず、潜在化してしまうことが多い。

理由：日本人の伝統的な価値観（人間関係大切、調和が大切、和を尊ぶなど）

　　　　葛藤処理に対する自信の欠如

2．対人葛藤の主な解決方略とその効果

1 対決：自分を強く主張・相手を責める

2 間接：婉曲（はっきりとした表現を避け、遠まわしに言う）なやり方で相手の気持ちを変化させる

3 回避：葛藤の表面化を避ける

4 協調：穏やかに相手との合意を目指す。話し合う。

解決法力において一番良い方法は、協調。実施するうえでの大切なことは、「冷静に」「急がない」

焦ったり急いだりしてしまうと、方略の対決へと繋がってしまう。

対人葛藤はうまく対処することで、プラスの影響へとつなげる事ができる。

1 相互理解につながる。
2 思考の柔軟性

3 参加意識の向上
4 チームコミットメント（チームでの関わり）の
5 職務満足感の向上
6 仕事効率の向上
3．職種間の協調のまとめ

多職種間での葛藤はあって当たり前のもの。

葛藤顕在化させ、協調方略などで建設的対処が必要

適切な葛藤解決は、職場をより機能的にする

4．社会的スキル

○社会的スキルとは：人と人とが上手く関係を作れるスキル。

　　　　　　　　　　スキルの中には態度や習慣、コミュニケーションが挙げられる。

○各職種の社会的スキルについて

　看護師の社会的スキル（横田・富田・林・高間らの研究）

· スムーズな看護活動を実施するため必要

· 対象者との信頼関係

· 他専門職との円滑なチーム形成に必要

理学療法士の社会的スキル（上村、野嶋、佐々木らの研究）

· 専門家としての態度

· 受容・共感

· 尊重

· 患者教育

　これらが対象者間、PT間、他職種間において必要となる。

　医師の社会的スキル（小手川らの研究）

コアカリキュラムの改正→コミュニケーションの目標が明記された。

（対患者や他医療従事者との良好な人間関係について等）

医師に必要な社会的スキルについて

· 基本的な接遇態度

· より良好な交流のためのスキル

· わかり易く話すスキル

　これらのスキルを向上させることで、適切な情報収集、患者の満足度、アドヒアランス、他専門職との機能的連携、患者の健康状態の改善促進につながり、治療効果の向上へ繋がった。（竹村・津田らの研究）

5．作業療法士の社会的スキルについて　学生教育から見えてきたこと

講師の研究：OT学生の社会的スキル「臨床実習で接触する指導者や対象者たちと、OT学生として適切に交流するために必要なスキル」

OT学生の社会的スキルで重要な技能を自己評価尺度を作成し、臨床実習の前後において調査。

　　　　　　↓

OT学生の社会的スキルとして、対象者効果技能、指導者関係技能、一般的交流技能の3技能に大きな変化が見られた。

○対象者効果技能：対象者に効果的な作業療法を行う為に必要な技能。

対象者との積極的な交流、適切な表現方法、対象者中心の考え、安心できる対応など。

○指導者関係技能：指導者との間で機能的な交流を行うために必要な技能。

指導者との率直な会話、指導者への尊敬・信頼など。

○一般的交流技能：臨床家として身につけるべき社会的技能。

柔軟な対応、責任ある行動、謝罪、適切な外観など。

学生は実習終了後、上記3技能の向上が見られ、この技能が高い学生は、高い実習評価となっている。

→実習などの臨床の場は社会的スキルを習得する場となっている。

OT臨床家ではどうなのか・・・

対象者効果技能は、意識してやる事ではないが、臨床場面において常に考えているもの。

指導者関係技能は、指導者を上司や先輩として当てはめると、臨床家でも必要な技能となる。

一般的交流技能は、他職種間の関わりにおいても必要となる技能。

↓

OT臨床家でもこれらの技能は大切な技能となる。

6．社会的スキルのまとめ

各専門職の社会的スキルに対する関心

　対象者に効果的に関わる為に必要なスキルであり、多専門職と協力する為に必要なスキルでもある。

　　↓

経験をつんで社会的スキルを向上させていくことで、多職種との連携につなげていくことができる。

講演Ⅴ　【当事者の作業と支援者の作業】～医療・保健・福祉領域での経験から～

　　　　　　講師　あさかホスピタル　診療支援部　リハビリテーショングループ　

作業療法士　渡邉　忠義

考察

　この講演は、様々な場面での作業療法士の関わりについての内容であり、作業療法士が関われる領域の広さを実感することができた。入院治療から地域生活中心へと考えが変わってきている現状だが、地域で精神障害者の方が生活していくには、地域住民からの情報提供や生活の支援などの協力が必要になる為、地域住民の理解が必要となる。それに対し作業療法士として、シンポジウムを企画し地域の理解を深めることや、小中学校にて障害教育を行うなどの支援を行っている為、非常に面白く感じた。しかし、今回の発表にて話されていた試みを実際に行うには、講師が話していたように総合作業療法士と言われるように、広い知識が必要になる。またそれらの知識は、参考書のみの知識ではなく、実際に経験した上での実証されている知識が必要とされる為、多くの経験も必要になる。

今現在の自分の状態では、臨床2年目ということで経験も少なく、知識も少ない為、講演で話されているような試みの実践は困難である。だが、総合作業療法士ではなくとも、様々な知識を持っている事は自分自身の力となる為、今後も自己研鑽を行いながら勤務して行きたい。

要旨
1．作業をどのようにとらえ、どのように扱うか

　○人の作業＝作業（生活行為）

　　生活行為とは、人が生きていく上で営まれる生活全般の行為。

　　　↓
　○生活行為向上マネジメント

　　作業療法の治療手段である作業が持つ「その人固有の、心の占める、専念している、従事している作業」つまり、「その人にとって意味のある作業」に焦点を当て、その人の生活を構造していた作業が病気や老化、環境の変化などによって生じた作業遂行の障害を回復、向上するための支援方法。

　　
作業療法士はこのような支援が出来るということを、他職種に伝えなければいけない。

2．医療領域での作業（精神科訪問看護指導事例）

○訪問看護に同行し、家族関係の修復、適正な生活リズムの獲得、基礎体力の向上、家事役割の確認などの支援目標のもと、支援を行った。

→当事者のみではなく、家族全体への支援も大切となる。

○精神科病院における地域住民との接点づくり

・精神障害者の地域移行支援や地域生活支援では、障害者の居住地住民の理解や福祉行政職員、民生委員の見守りなどの支援は欠くことができない。

・一方で医療機関から障害者支援について地域の支援者へ情報を発信することも重要

　　↓

医療機関よりシンポジウムを企画し、精神障害者が地域で暮らすことを医療機関としてどのように捉え支援できるのかを考えてもらう場を提供した。

○シンポジウムテーマ：「地域で自分らしく生活する」

　シンポジウム内にてグループワーク実施。テーマは「当事者のWillを知る」

　　グループワークの方法：グループホーム等を利用する障害者自身からの地域生活についての想いや
話題提供をもとに、各参加者が意見交換

ここでの作業療法士の役割：
①シンポジウム企画、②シンポジウム座長、③発表する障害者の負担軽減シートの作成、
④グループワーク進行に係る病院職員の心得や参加者の意見を引き出すポイント等について事前説明を行う。

参加者の意見：このような活動は積極的にやっていくべき。精神障害者に対する認識を共有するこ
とができた。当事者、医療機関職員、地域住民に理解してもらえる。

3．保健領域での作業（精神障害者支援事例）

　　事例の特徴：解離性障害、恐怖性不安障害。就労への強迫観念、短期間就労の繰り返し、転職のたび　

に生じる対人関係の不満や不安。相談面接では意思疎通に問題なく助言も受け入れる。
自己の過大評価や職場同僚への誹謗中傷が目立つ。通院や服薬は継続していると自己申
告している。

関わりの契機：①事例の収入を生活費に充てていた母親から生活困窮と入院費支払いに不安の訴え。
②事例病院退院後、母親との劣悪な生活に対し地域住民から不安の声。

直接的な関わり：受容的面接の継続。強迫的な就労への執着を解消するなどの心理教育的支援。
継続治療を目的に精神科デイケアの利用を促し、医療機関への協力も図った。
劣悪な生活に対して、ホームヘルパーの導入を説明するが、母親の支援拒否があり、受け入れられず。その為、近隣住民や民生委員、地区長からの情報収集を行い家庭訪問を実施。　　
間接的な関わり：事例に特徴的であった短期間就労は失敗体験を増幅させ、さらに就労に対する焦り
を助長する。
→就労支援の構造化を目的に、障害者就業・生活支援センターやハローワークなど
就労支援の専門相談機関との連携やフォロー体制などを構成。

その後の経過：数年後、母親死亡し一人暮らしが誘因となり重度の抑うつ状態に陥る。親族と相談し
医療機関と調整、入院となる。入院後自律的な生活再建を目的に精神障害者生活訓練施設の利用を調整。入院中面接を行い、主治医や医療機関のバックアップにより施設入所となる。

○支援事例から学んだこと

①精神障害にかかわる事例では、医療との接点を常に保つこと。
②本人・家族の了解のもと医療機関との情報交換や連携は密に図ること。
③事例に関わる多くの支援者が互いの役割を随時確認し合えるよう体勢を確保しておくこと。
④そのコーディネートを作業療法士は担えること

これからアウトリーチが成長してくる為、作業療法士として関われる部分は多くなってくる。

○地域から学んだこと

①地区住民や民生委員は、地域で生活する障害者家族の生活情報の発信者であること。
②地域住民は障害者本人や家族の生活を適度な距離で見守っていること。
③その情報は貴重な支援ソースであること。

4．地域保健での作業　

○健康増進事業

　　　　課題：健康増進法では「国民は健康な生活習慣の重要性に対する関心と理解を深め、生涯にわたって、
自らの健康状態を自覚するとともに、健康の増進に勤めなければならない」とされている。

　　　　　↓

しかし、多くの市民には、健康づくりの意欲はあるが、一歩を踏み出す容易な機会や場面がない。
また健康づくり意識強化の情報や知識が少ない。
支援内容：健康運動教室を開催し、自己評価や目標づくりを行うことで、自らの状態を知ってもらう。

参加者間で検査者、被検者役割を担ったり、1ヵ月後の目標を振り返ってもらうことで、健康づくりの意識強化を図る。

作業療法士の役割（行政作業療法士）：
健康についての座学。運動機能自己評価の説明と場面づくり。運動の習慣化をねらいとした記録表の提示。評価結果の分析、提示。

　↓

結果として、健康運動教室参加後、脈拍管理を意識したウォーキングやプール通いを行う人がいた。

　↓

作業のあり方：健康づくりサポーターの養成や健康づくりの意識強化の場面が必要。

　

○介護予防

　課題：障害者や高齢者の社会参加等を支援する機関が少ない。

　　　　日常的な生活支援の受け皿が少ない→閉じこもりを誘発してしまう。

　支援：障害者の「能力の見極め」と「したい活動の掘り起こし」が重要。

　　

事例として：脳卒中による片麻痺の対象者→30年ぶりに山登りをしたい。

その為に対象者本人たちが実施したこと：

①図書館で登山の留意事項が書かれた資料を集めた

②登山口までの往復送迎の協力ボランティアを自ら探した

③行政作業療法士に随時、作業内容を報告相談した

行政作業療法士の役割：リスク確認、緊急時対処方法検討、調整。主体性、自立性をできるだけ保障。

　↓

結果：障害者自らの発案と実践による自立的な活動。

　↓

作業のあり方：社会参加や社会貢献など自立を促す支援と支援拠点の必要性

5．福祉領域での作業（地域活動拠点づくり）

　作業療法士は地域福祉を築くための手段として、「人と人とのつながりづくり」を行うことができる。

　→つながりづくりには作業拠点が必要となる。

○作業療法士ができる作業拠点への関与のポイント

①環境と人の心のありようを改善すること。

②地域住民と障害者が相互に支え合い、補いあうことの意識化

③個々の価値観と自己決定を尊重

④活動拠点を地域に広く認知させる

⑤健康で文化的な活動へと支援を展開

○地域活動拠点をつくる為に、障害福祉サービス事業所立ち上げ支援を実施。

課題：障害者の社会参加等を支援する機関が少ない。

　　　　障害者への継続的な支援を障害者家族が担うことには限界がある。

支援：障害者の能力の見極め（個別評価）と継続的に活動できる場の設定。

　事例：作業所の立ち上げを支援

　支援内容：①当事者も立ち上げの実行委員として役割を担う

　　　　　　②当事者家族への協力要請は当事者が主体的に行う

　　　　　　③作業活動はできるだけ市民との接点のある活動を行う

行政作業療法士の役割：個別面談、立ち上げに関する説明と意思確認。関係者や機関への協力依頼。行政内への説明と調整。地域への広報、住民や家族への協力要請。

↓

結果：当事者・住民・運営担当者主体の立ち上げとなった事で、住民の見守りや協力が得られた。

↓

正式に作業所を開所することができた。

↓

作業のあり方：地域づくりには、共生の意識を育むことが重要。

6．就労支援領域での作業

○作業所から雇用へ

作業療法士としての関り：作業療法士の視点で分析、予後予測等を行い、本人、作業、環境（職場）の
状況を整理する事で、支援のポイントを明確化することができる。

　　　　　　　　　　　　　　↓

障害というマイナス面のみではなく、プラス面として挙げられる残存機能を見極めて支援をしていく。

　　　　　　　　　　　　　　↓

実際の症例：作業意欲が旺盛な知的障害の症例に残存機能を活かした作業を提供し、問題とされている
技能の改善を実施した。作業意欲の旺盛さに加え、作業療法士が考案した治具も利用することで、問題が無い事をアピールでき、企業の信頼を得ることができた。その後症例は、作業所から企業雇用となり、作業態度も他者の模範になるという事で表彰されている。

7．一般教育領域での作業

○役所で勤務する作業療法士として、支援・福祉教育を実施。

目的：生活の中に埋もれている地域の福祉を意識する。

実施内容：様々な場面での車椅子操作体験。福祉用具を用いた調理。高齢障害者の介護、作業所での
障害者との交流。

作業療法士の役割：オリエンテーションの実施。体験学習機関との調整、調べ学習支援、振り返り支援。

　↓

成果：福祉に関する地域の課題を自ら見つけ、自ら学び、考え、生活とつなぎ合わせる場となった。

障害者自身が障害に折り合いをつける機会になった。教師が想定している福祉に幅や深みをもたらす機会となった。

課題：学習の成果指標の不明確さ

8．東日本大震災と作業

○被災者支援体制について（避難所ビックパレットふくしまにて）

東日本大震災により避難所での生活を余儀なくされている方々に対し、あさかホスピタルグループでは心のケアにかかる支援（精神科領域における医療福祉支援）を展開した。

支援内容：①避難所にて、臨時の診療所を開設し、外来診療や治療を実施。

　　　　　　　　②精神障害のある方の掘り起こしと診療への橋渡し、及び生活指導を目的として保健指導実
施。（避難所を巡回し保健指導を行う。相談コーナー開設。子育て相談支援としてサロンを実施。）

③感染予防物資の提供

④施設の風呂を開放し、入浴支援を実施。

⑤日中の活動の提供として、避難所にてアクティビティを提供。

※これらの支援の内、①②⑤において作業療法士が関っている。

9．これから求められる作業療法士の姿

総合作業療法士（General OT）

精神障害者の地域生活支援には支援のためのチームが必要であり、作業療法士は医療的知識、生活支援に関する保健、福祉の知識を持ち、他職種と連携が図りやすい立場にある。

地域チームによる有効で具体的な支援計画の策定、支援役割の分担など精神障害者支援マネジメントのできる能力が求められる。

業務改革（timely support）

ACT等における多職種チームの一員として、積極的訪問活動や24時間365日体制などへの協力が期待される。
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